予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：科学技術振興費
	事業名: 安全安心の清流の国づくり研究開発プロジェクト事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　総合企画部 研究開発課 研究開発係　電話番号：058-272-1111（内2485）
　　　　　　　E-mail：c11162@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：16,000千円（前年度予算額：　16,000千円）
	要求内容


	１　要求の内容


近い将来に発生が危惧されている「東海・東南海・南海地震」や近年多発している豪雨災害などから県民の生命財産を守るために、地域において迅速に取り組むべき課題を選別（既存産業技術の応用含む）し、試験研究機関が結集して、防災・減災、被災者支援、クリーンエネルギー等に関する課題解決にあたる。
　【災害に備え、県民が安心して暮らせる研究分野】
　　・防災情報システムの高機能化
　　・停電時に有効な非常誘導用建材の開発
　　・被災者のストレスを緩和する機能性繊維素材の開発（保温性、遮熱性、吸湿速乾性など）
　　・避難所における快適環境を提供する高機能建材の開発（遮音・吸音性、断熱性、簡易組立性など）
　　・農地被災を克服する農産物の低コスト隔離栽培技術の開発
・園芸作物の高品質生産を可能とする汎用性低コスト雨よけハウスの開発
　※既存研究テーマの内容を精査し、研究テーマを1件追加

　【自然環境を守り、自然エネルギーや地域資源を有効活用する研究分野】
　　・森林の水土保全機能を高める森林制御手法の開発
　　・間伐材、食品廃棄物等を活用したバイオ燃料（バイオディーゼル、バイオエタノール等）の効率的生産技術の開発
	２　所要経費


（１）賃金・共済費 2,487千円

（２）旅費　　　　 2,328千円
（３）需用費　　　 7,024千円（消耗品費6,317、修繕料他707）
（４）役務費　　　 1,057千円
（５）委託料　　　   900千円

（６）使用料及び賃借料　272千円

（７）備品購入費　 1,692千円

（８）負担金　　　　 240千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,000

	要求額
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,000

	２月1日時点
査定額
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,000
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事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　近い将来に発生が危惧されている東海・東南海・南海三連動地震や、近年多発している豪雨災害に備え、県民が安心して暮らせる社会環境を維持することを目的に、試験研究機関が集結して、防災・減災、被災者支援、クリーンエネルギー等に関する課題解決を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進（関連企業への技術移転件数）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	0件
（H24）
	10件
（H26）
	0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
大学・公設試験研究機関並びに民間企業が有する技術シーズを活用して、地域において取り組むべき防災・減災、被災者支援、クリーンエネルギー等に関する課題の中から、震災・豪雨災害に備えて迅速に取り組むべき課題を７つ選定し、産学官が連携して課題解決にあたっています。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　本プロジェクトは平成24年度から開始した事業であり、現段階で明示できる成果はまだありません。実施中の研究課題では、県の運用する防災情報システムを高機能化し実効性を高める研究、避難所などの環境改善に寄与する高機能繊維素材や快適な仮設住宅に寄与する高機能建材の開発を目指した被災者支援研究、森林が県土の約8割を占める本県にとって重要な森林の水土保全機能を高める研究などがあり、安全・安心に係る幅広い成果を見込んでいます。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	近い将来、高確率で発生が危惧されている「東海・東南海・南海地震」などへの対応として、防災・減災などに関する対策は喫緊の課題であり、本事業の必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	本年度着手を開始した事業であり、事業の有効性を判断できる段階ではないが、研究機関より業界・行政ニーズを踏まえて提案された課題から迅速に取り組むべき課題を絞りこんで実施しており、事業の有効性は高いものと考えている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	進捗管理を実施すると共に、2年目と最終年度には外部評価を行う。また、進捗状況等を考慮し、実施する研究課題の追加・削除を行うこととしており、事業の効率化が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　本年度着手を開始した事業であり、現段階では該当する課題等は発生していない。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　ヒアリングで既存研究テーマの内容を精査し、既存研究テーマに加え、新たに研究テーマを1件追加して、事業を継続する。



